
大阪府後期高齢者医療広域連合特定個人情報等取扱規程 
 
第１章 総則  

（趣旨）   
第１条 本規程は、行政手続における特定の個人を識別する番号の利用等に関

する法律 （平成２５年法律第２７号。以下「番号法」という。）及び「個人
情報の保護に関する法律」（平成１５年法律第５７号。以下「個人情報保護
法」という。））に定めるところにより、特定個人情報の取扱いに関し必要な
措置を定めるものとする。 

（定義）  
第２条 用語の意義は、番号法第２条及び個人情報保護法第２条に定めるとこ

ろによる。  
（情報セキュリティポリシーとの関係） 

第３条 特定個人情報の取り扱いに関し、この規程に定めのないものは別途定
める「情報セキュリティポリシー」によるものとする。 

 
第２章 管理体制  

（最高情報セキュリティ責任者、最高情報セキュリティ副責任者） 
第４条 情報セキュリティ対策における最終決定権限者及び責任者である最高

情報セキュリティ責任者を広域連合長とし、最高情報セキュリティ責任者
を助けて事務を整理し、事務を統括する最高情報セキュリティ副責任者を
事務局長とする。 

（統括情報セキュリティ責任者） 
第５条 統括情報セキュリティ責任者を一名置くこととし、事務局次⾧をもっ

て充てる。統括情報セキュリティ責任者は、最高情報セキュリティ責任者及
び最高情報副セキュリティ責任者を補佐し、広域連合の各機関における個
人番 号及び特定個人情報（以下「特定個人情報等」という。）の管理に関す
る事務を担う任にあたる。  

（情報セキュリティ管理者）  
第６条 個人番号利用事務等を実施する課に、情報セキュリティ管理者を一名

置くこととし、各担当課⾧をもって充てる。ただし、総務企画課にあっては
総務担当課長補佐とする。情報セキュリティ管理者は、各課における特定個



人情報等を適切に管理する任にあたる。  
（情報セキュリティ監査責任者）  

第７条 情報セキュリティ監査責任者を一名置くこととし、事務局次⾧をもっ
て充てる。 情報セキュリティ監査責任者は、特定個人情報等の管理の状況
について監査する任にあたる。  

（事務取扱担当者の指定等）  
第８条 特定個人情報等を取り扱う職員（以下「事務取扱担当者」という。）及

びその役 割を明確化し、事務取扱担当者を別に定める様式（様式第１号）
により指定する。  

２ 事務取扱担当者が取り扱う特定個人情報等の範囲を明確化する。  
３ 次に掲げる組織体制を整備する。  

(１) 事務取扱担当者が本規程等に違反している事実又は兆候を把握した
場合の責任者への報告連絡体制  

(２) 特定個人情報等の漏えいその他の番号法違反（以下「情報漏えい等」
という。）の事案又はおそれのある事案を把握した場合の対応体制並びに
関係課及び関係機関への報告連絡体制  

(３) 特定個人情報等を複数の課で取り扱う場合の各課の任務分担及び責
任の明確化  

（事務取扱担当者の監督）  
第９条 統括情報セキュリティ責任者及び情報セキュリティ管理者は、特定個人
情報等が本規程等に基づき適正に取り扱われるよう、事務取扱担当者に対し
て、必要かつ適切な監督を行う。  

 
第３章 教育研修  

（教育研修） 
第１０条 統括情報セキュリティ責任者及び情報セキュリティ管理者は、事務
取扱担当者に対し、特定個人情報等の適正な取扱いについて理解を深め、特定
個人情報等の保護に関する意識の高揚を図るための啓発その他必要な教育研
修を企画立案し実施する。また、事務取扱担当者のうち特定個人情報ファイル
を取り扱う事務に従事する者に対し、番号法第２９条の２に定めるサイバー
セキュリティの確保に関する事項その他の事項に関する研修を行う。  

２ 統括情報セキュリティ責任者及び情報セキュリティ管理者は、特定個人情



報等を取り 扱う情報システムの管理に関する事務に従事する職員に対し、特
定個人情報等の適切な 管理のために、情報システムの管理、運用及びセキュ
リティ対策に関して必要な教育研 修を行う。  

３ 統括情報セキュリティ責任者は、情報セキュリティ管理者に対し、各課にお
ける特定 個人情報等の適正な管理のために必要な教育研修を行う。  

４ 統括情報セキュリティ責任者及び情報セキュリティ管理者は、事務取扱担
当者に対し、特定個人情報等の適切な管理のために、教育研修への参加の機会
を付与するなどの 必要な措置を講ずる。  

５ 統括情報セキュリティ責任者は、教育研修を行うにあたり、研修計画（様式
第２号）を策定し、研修計画に基づき教育研修を実施する。  

 
第４章 特定個人情報等の取扱い  

（特定個人情報等の取扱状況の記録） 
 第１１条 特定個人情報ファイルの取扱状況を確認する手段を整備して、当該

特定個人情報等の利用及び保管等の取扱状況について記録する。  
（取扱区域） 
第１２条 特定個人情報等を取り扱う事務を実施する区域（以下「取扱区域」
という。） を明確にし、取扱区域を別に定める様式（様式第３号）により指
定したうえで、書類等 の盗難又は紛失等を防止するために施錠可能な場所
への保管等の物理的な安全管理措置 を講ずる。  
（廃棄等）  
第１３条 特定個人情報等が記録された書類等について、大阪府後期高齢者医
療広域連合 文書管理規程（平成１９年訓令第２号）によって定められている
保存期間を経過した場合には、速やかに復元不可能な手段で削除又は廃棄す
る。  
２ 個人番号又は特定個人情報ファイルを削除又は廃棄した場合には、その記
録を保存す る。また、これらの作業を委託する場合には、委託先が確実に削
除又は廃棄したことに ついて、証明書等により確認する。  

（委託先の監督）  
第１４条 個人番号利用事務等の全部又は一部を委託する場合には、委託先に
おいて、番 号法に基づき、広域連合自らが果たすべき安全管理措置と同等の
措置が講じられるか否 かについて、あらかじめ確認する。  



２ 個人番号利用事務等の全部又は一部を委託する場合には、契約書等に特定
個人情報等 の特記事項を定めるなどし、委託先に安全管理措置を遵守させ
るための必要な契約を締結する。  

３ 個人番号利用事務等の全部又は一部を委託した場合、委託先における特定
個人情報の 取扱状況を把握する。  

４ 個人番号利用事務等の全部又は一部の委託を受けた者が再委託する場合
に 、委託をする個人番号利用事務等において取り扱う特定個人情報の適切
な安全管理が図られることを確認したうえで再委託の諾否を判断する。  

（情報資産） 
第１５条 個人番号利用事務の実施にあたり接続する情報提供ネットワークシ
ステム等の 接続規程等が示す安全管理措置を遵守する。  
２ 個人番号利用事務において使用する情報システムについて、インターネッ
トから独立する等の高いセキュリティ対策を踏まえたシステム構築や運用
体制整備を行う。  
第５章 点検又は監査の実施  

（点検又は監査）  
第１６条 情報セキュリティ監査責任者は、特定個人情報等の管理の状況につ
いて、毎年及び必要に応じて、点検又は監査（外部監査を含む。）を行い、
その結果を統括情報セ キュリティ責任者に報告する。  
２ 情報セキュリティ監査責任者は、監査を行うにあたり、監査計画（様式
第４号）を立案し、統括情報セキュリティ責任者の承認を得る。  

（評価及び見直し）  
第１７条 統括情報セキュリティ責任者は、点検又は監査の結果等を踏まえ、
必要があると認めるときは、本規程等の見直し等の措置を講ずる。 

 
 第６章 事務の流れの整理  
（事務の整理）  

第１８条 個人番号利用事務等の範囲等を明確にしたうえで、特定個人情報
保護評価書及び個人番号関係事務取扱要領により個人番号利用事務等の流
れを整理し、管理段階ごとに安全管理措置を盛り込む。 
 附 則  
（施行期日）  



１ この規程は、平成３１年４月１日から施行する。  
（大阪府後期高齢者医療広域連合特定個人情報等の安全管理に関する規定 
の廃止）  

２ 大阪府後期高齢者医療広域連合特定個人情報等の安全管理に関する規程 
（平成２９年 ５月１日訓令第１号）は、廃止する。 
附 則 

（施行期日）  
１ この規程は、令和５年４月１日から施行する。 


